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（ｃ）公益財団法人流通経済研究所

１ 取り組み目標について

目的

– 本ワーキングチームは、食品ロスにつながる商慣行の見直しに注力し、３分の１
ルールの見直しが返品やメーカーでの未出荷廃棄の削減に繋がる可能性があるた
め、その効果を検証して、取組可能な企業・品目から緩和を推奨してきた。

– また、メーカーにおいて賞味期限表示を「年月日」から「年月」等に改める取組を推
奨し、食品の保管・陳列・配送・管理などの効率化と、消費者の過度な鮮度意識の
助長防止などをめざしてきた。

– これに賞味期限延長を加えた三位一体の取組と、フードバンク活用・安全係数の
設定適正化などを進めてきたところ。

– 本年度も引き続きこれらの課題に取り組むとともに、リードタイムや納品頻度など、
食品ロス削減と物流効率化の両立を目指す取組にも着目していきたい。

目標

– 納品期限実施企業率を60％ （令和５年度末） とする。（R３年46.1％、R4年
53.2％）

– 賞味期限表示大括り化実施企業を330社とする。（R３年223社、R４年267社）

– 納品期限緩和に関するセミナー／意見交換会の動員目標100名（R４年89社）
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２ ポイントをおきたいこと
（１） 納品期限緩和による効果の定量的検証

納品期限緩和には以下のような効果が考えられるが、実際こうした効果が（どの程度）
出ているのか、定量的に検証していきたい。

3

物流センターでの改善効果



（ｃ）公益財団法人流通経済研究所

２ ポイントをおきたいこと
（１） 納品期限緩和による効果の定量的検証

（前ページの続き）
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メーカーでの改善効果－鮮度対応生産の削減



（ｃ）公益財団法人流通経済研究所

２ ポイントをおきたいこと
（１） 納品期限緩和による効果の定量的検証

（前ページの続き）
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メーカーでの改善効果－安全在庫分の廃棄の削減
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２ ポイントをおきたいこと
（１） 納品期限緩和による効果の定量的検証

＜参考＞ 過去の検証結果

6

効果検証の実施
年度

区分 商品 地点 ⾷品ロス削減内容 量 単位 備考 報告者・実証参加者

2013年度
パイロット・
プロジェクト

清涼飲料 メーカー 鮮度対応⽣産の削減 11,326 トン/年

2013年度
パイロット・
プロジェクト

清涼飲料 ⼩売業専⽤物流センター
従来の納品期限を越え
て出荷可能になった量

28,058 トン/年

2013年度
パイロット・
プロジェクト

菓⼦ メーカー 鮮度対応⽣産の削減 654 トン/年 賞味期限180⽇以上

2013年度
パイロット・
プロジェクト

菓⼦ ⼩売業専⽤物流センター
従来の納品期限を越え
て出荷可能になった量

581 トン/年 賞味期限180⽇以上

2016年度 実運⽤ 清涼飲料 ⼩売業専⽤物流センター
従来の納品期限を越え
て出荷可能になった量

6,800 トン/年
コカ・コーラボトラーズジャパ
ン

2016年９⽉〜
2017年９⽉

実運⽤ 清涼飲料 ⼩売業専⽤物流センター
従来の納品期限を越え
て出荷可能になった量

5,816 トン/年
サントリー⾷品インターナショ
ナル

2017年３〜８
⽉

実運⽤ 清涼飲料＋⼩売業専⽤物流センター
従来の納品期限を越え
て出荷可能になった量

25,000 千円/年 賞味期限180⽇以上 イトーヨーカドー

（飲料）アサヒ飲料、伊藤園、
キリンビバレッジ、サントリー
⾷品インターナショナル、コ
カ・コーラ、（菓⼦）江崎グリ
コ、⻲⽥製菓、不⼆家、ブルボ
ン、明治、森永製菓、ロッテ、
（⼩売）イオンリテール、イズ
ミヤ、イトーヨーカ堂、東急ス
トア、ユニー、セブン−イレブ
ン・ジャパン、ファミリーマー
ト、ローソン
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２ ポイントをおきたいこと
（２） 賞味期限表示大括り化による効果の定量的検証

賞味期限表示大括り化には以下のような効果が考えられるが、実際こうした効果が（ど
の程度）出ているのか、定量的に検証していきたい。
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出所：サントリー食品インターナショナル株式会社資料（2018年度食品ロス削減WT資料）
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２ ポイントをおきたいこと
（２） 賞味期限表示大括り化による効果の定量的検証

＜参考＞ 過去の検証結果
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２ ポイントをおきたいこと
（２） 賞味期限表示大括り化による効果の定量的検証

＜参考＞ 過去の調査結果
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２ ポイントをおきたいこと
（３） 物流問題への対応

サミット、マルエツ、ヤオコー、ライフコーポレーションの４社は、現在、賞味期限1/2残し
と賞味期限2/3残しが混在するため、得意先や商品によって異なる納品期限に合わせ
て商品出荷を行う物流現場の商品管理業務の負担を軽減するため、2023 年3月に
「持続可能な食品物流構築に向けた取り組み宣言 」を行い、賞味期限180 日以上の
加工食品は「1/2 ルール」を採用し、食品物流の効率化を目指すとしている。

こうした動きも視野に入れながら、今年度の検討を進めたい。
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出荷側の庫内作業イメージ
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３ 検討会の開催予定

検討内容時期回

• 実施方針
• 調査等計画の内容
• 商慣習見直しの日に向けて
• 今後の予定

令和５年７月28日第１回

• 実施結果の中間共有
• 商慣習見直しの日の取り組み結果

令和５年11月30日第２回

• 実施結果の共有
• 業界へのメッセージと次年度方針の検討

令和６年２月～３月第３回
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４ 本年度の取組の全体像
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５ 調査概要 （１）納品期限調査

13

内容項目

食品ロス削減の取り組み、納品期限緩和、及びフードバンク活
用等の現状を把握し、今後の施策示唆を得る。

調査目的

スーパー、生協、ドラッグストア等の食品商品部責任者、もしく
は加工食品部バイヤー

調査対象

郵送配布でWeb回答調査方法

約1,000配布数

2023年８月～９月実施期間等

調査実施済現在の進捗
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５ 調査概要 （２）賞味期限調査
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賞味期限表示の大括り化、賞味期限の延長、安全係数の設定
状況、及びフードバンク活用等の食品ロス削減につながる取り
組み状況を把握し、今後の施策示唆を得る。

調査目的

• 清涼飲料（一般社団法人全国清涼飲料連合会 会員企業）
• 菓子（全日本菓子協会 会員企業）
• 缶詰、びん詰、レトルト食品（公益社団法人日本缶詰びん詰

レトルト食品協会 会員企業）
• 冷凍食品（一般社団法人日本冷凍食品協会 会員企業）
• 風味調味料（風味調味料協議会 会員企業）
• その他加工食品

調査対象業種

郵送調査調査方法

約1500配布数

2023年８月～９月実施期間等

調査実施済現在の進捗
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５ 調査概要 （３）公表項目
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公表条件公表項目区分

賞味期限1/2残し以下店舗納品期限小売業（納品期限調査）

上記に連動センター納品期限

賞味期限残り１カ月以下店舗販売期限

前々日発注、休配日の設
定、納品期限緩和

物流・受発注に関する取組
内容

加工食品の寄贈の実施フードバンクの活用状況

賞味期限表示の大括り化食品メーカー（賞味期限調
査） 2012年以降に延長実績あ

り
賞味期限延長

前々日発注、休配日の設
定、納品期限緩和

物流・受発注に関する取組
内容

加工食品の寄贈の実施フードバンクの活用状況

公表実施済現在の進捗
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６ セミナー／意見交換会の開催

タイトル （案）：

食品ロス削減に向けた小売ビジネスモデル転換の展望[参加無料]

目的

– 小売業にとっての納品期限緩和をはじめとする食品ロス削減の取組意義への理解
を深めてもらう

方法

– 農政局・自治体と連携して集客

– 先進企業２社から事例紹介

– 最新の調査結果情報を共有

対象：食品小売業実務家

開催方法：東京会場で２回開催 （リアル＋Web）

動員目標：計100社

日程：令和４年10～11月（要検討）、時間：13：30～16：00

会場及び開催形態：東京開催２回 ※要望があれば東京＋地方開催とする案も検討

現在の進捗

– ２月に開催

– 講師：コープみらい、ファミリーマート
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７ 個別取組

目的

– 意欲ある事業者を発掘し、納品期限緩和の実施を支援する。

方法

– アンケート調査を通じて、納品期限緩和の検討意向を持つ小売業を発掘。

– POSデータ提供を受け、納品期限緩和を行った場合の廃棄リスクを事務局が分析。

– 分析結果をもとに、実施可能な品目の緩和を進める。

実施目標

– アンケートで５社程度の協力を得て進めたい。

現在の進捗

– 商慣習調査の回答者の中から、３社よりデータ提供を受け、２社のデータを分析した。
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